
 

改正の概要 

工事費内訳書取扱要領（№68） 

 

１ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の改正に伴うもの 

   令和６年６月に改正された公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律が令和７年１２月１２日に施行され、入札時に労務費等を明記した内訳書を提出

することが義務化されたため、改正するもの。 

 

 

２ 施行期日 

   令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

この要領の施行の日の前日までに、入札公告又は指名通知を行った入札について

は、なお従前の例による。 

 

 



新旧対照表 

○工事費内訳書取扱要領（No.68） 

新 旧 

（調査用の工事費内訳書記載事項） 

第４条 調査用の工事費内訳書の記載については、次のとおりと

する。 

(1) 工事費内訳書の内容は、入札公告又は指名通知において示し

た金抜きの工事積算内訳書及び工種明細表（以下「金抜内訳書」とい

う。）に記載のある「費目・工種・施工名称」に対応する数量、単位

を正確に転記し、単価及び金額を記入すること。 

また、工事費内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工

事に従事する者の健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ど

も・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料の事業主

負担額をいう。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康

の確保の推進に関する法律（平成２８年法律第１１１号）第１０条

に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費をい

う。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法(昭和３

４年法律第１６０号)第２条第５項に規定する特定業種退職金共済

契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る金額を記入するこ

と。 

 

省略 

 

（調査用の工事費内訳書記載事項） 

第４条 調査用の工事費内訳書の記載については、次のとおりと

する。 

(1) 工事費内訳書の内容は、入札公告又は指名通知において示し

た金抜きの工事積算内訳書及び工種明細表（以下「金抜内訳書」とい

う。）に記載のある「費目・工種・施工名称」に対応する数量、単位

を正確に転記し、単価及び金額を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省略 

 



附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の日の前日までに、入札公告又は指名通知を行った入札については、なお従前の例による。 



省略 省略 

別表第１（第５条関係） 

【１次チェック項目】（必須） 

類  型 ﾁｪｯｸ 未提出又は不備とされる場合 

１ 未提出であると

認められる場合（未

提出であると同視

で き る 場 合 を 含

む。） 

□ ①工事費内訳書の全部又は一部が提出されていない場合 

□ 
②工事費内訳書とは無関係な書類である場合（例：領収書、会社

概要など） 

□ ③他の工事の工事費内訳書である場合 

□ ④白紙である場合 

□ ⑤工事費内訳書が複数提出された場合(注1) 

□ ⑥他の入札者の工事費内訳書を入手し、使用している場合 

２ 工事費内訳書に

記載すべき事項が

欠けている場合 

□ 
①工事費内訳書（消費税相当額を除く。）の合計金額と 

入札書の金額が同一でない場合 

□ 
②工事費内訳書において積み上げた金額を、値引き等により調

整して算出している場合 

□ ③工事費内訳書が未記入の場合 

（入札金額の内訳として、材料費、労務費、法定福利費（事業主

負担分）、建退共掛金、安全衛生経費の記載がない場合も含む） 

□ 

④「費目・工種・施工名称」ごとに記載されていない場合。様式

はＡ４サイズとし、縦横自由とする。(注2) 

（通常用の工事費内訳書は、対象外） 

□ ⑤工種及び施工名称が完全に欠落している場合 

（通常用の工事費内訳書は、対象外） 

□ 
⑥中項目＋中項目＋…＝直接工事費とならない場合 

（通常用の工事費内訳書は、対象外） 

□ ⑦直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費＋一般管理費＝工事価

格とならない場合 

３ 表紙に記載すべ

き事項に誤りが

ある場合 

□ ①発注者名に誤りがある場合 

（入札書と同時に提出する場合は、対象外） 

□ ②発注案件名に誤りがある場合 

□ ③提出業者名に誤りがある場合 

□ ④内訳書の表紙に押印が欠けている場合 

（入札書と同時に提出する場合は、対象外） 

４ 文字又は金額の

訂正、挿入及び抹消

の箇所の押印が欠

けている場合 
□ 

①使用印鑑届においてあらかじめ使用印として届出がなされた

印（代理人による入札の場合は、委任状において受任者の使用

印として定めた印をもって代えることができる。）の押印がな

い場合 

（電子入札システムにより提出する場合は、対象外） 

(注1) 様式や内容が異なる工事費内訳書の表記・内容等から当該入札案件に対応したもの 

が特定できるとしても、発注者が独自に複数の工事費内訳書から１つを取捨選択で 

きるものではないため、「無効」として取り扱うものとする。 

 

別表第１（第５条関係） 

【１次チェック項目】（必須） 

類  型 ﾁｪｯｸ 未提出又は不備とされる場合 

１  未 提 出で あ る

と 認 め ら れ る 場

合 （ 未 提 出 で あ

る と 同 視 で き る

場合を含む。） 

□ ①工事費内訳書の全部又は一部が提出されていない場合 

□ 
②工事費内訳書とは無関係な書類である場合（例：領収

書、会社概要など） 

□ ③他の工事の工事費内訳書である場合 

□ ④白紙である場合 

□ ⑤工事費内訳書が特定できない場合(注1) 

□ 
⑥他の入札者の工事費内訳書を入手し、使用している場

合 

２  工 事 費内 訳 書

に 記 載 す べ き 事

項 が 欠 け て い る

場合 

□ 
①工事費内訳書（消費税相当額を除く。）の合計金額と 

入札書の金額が同一でない場合 

□ 
②工事費内訳書において積み上げた金額を、値引き等に

より調整して算出している場合 

□ ③工事費内訳書が未記入の場合 

□ 

④「費目・工種・施工名称」ごとに記載されていない場

合。様式はＡ４サイズとし、縦横自由とする。(注2) 

（通常用の工事費内訳書は、対象外） 

□ ⑤工種及び施工名称が完全に欠落している場合 

（通常用の工事費内訳書は、対象外） 

 
□ 

⑥中項目＋中項目＋…＝直接工事費とならない場合 

（通常用の工事費内訳書は、対象外） 

□ ⑦直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費＋一般管理費＝

工事価格とならない場合 

３  表 紙 に記 載 す

べ き 事 項 に 誤

りがある場合 

□ ①発注者名に誤りがある場合 

（入札書と同時に提出する場合は、対象外） 

□ ②発注案件名に誤りがある場合 

□ ③提出業者名に誤りがある場合 

□ ④内訳書の表紙に押印が欠けている場合 

（入札書と同時に提出する場合は、対象外） 

４  文 字 又は 金 額

の 訂 正 、 挿 入 及

び 抹 消 の 箇 所 の

押 印 が 欠 け て い

る場合 

□ 

①使用印鑑届においてあらかじめ使用印として届出がな

された印（代理人による入札の場合は、委任状又は一

括委任状において受任者の使用印として定めた印を

もって代えることができる。）の押印がない場合 

（電子入札システムにより提出する場合は、対象外） 

(注1) 複数提出された工事費内訳書の表記・内容等から当該入札案件に対応したも 

のが特定できるとしても、発注者が独自に複数の工事費内訳書から１つを取捨 

選択できるものではないため、「無効」として取り扱うものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第２条関係）                      (№68) 

 

 

工 事 費 内 訳 書 

 

 

工 事 名  

 

商号又は名称  

 

費  目 金  額（円） 

直接工事費       ①  

共通仮設費       ②  

現場管理費       ③  

一般管理費       ④  

合 計 金 額  （①+②+③+④）  

 

 

上記、直接工事費①のうち材料費                   円 

 

上記、直接工事費①のうち労務費                   円 

 

上記、現場管理費③のうち法定福利費（事業主負担分）         円 

（営繕系工事の場合は、工事原価（①＋②＋③）のうち現場労働者の法定福利費 

（事業主負担分）とすること） 

 

上記、現場管理費③のうち建退共掛金                 円 

 

工事原価（①＋②＋③）のうち安全衛生経費              円 

 

注１）消費税及び地方消費税を除いて記載すること。 

注２）法定福利費（事業主負担分）、建退共掛金及び安全衛生経費は、第４条第１項第１号に定

めるとおりとすること。 

注３）計上するものが無い項目は、０（円）と記載すること。 

様式第１号（第２条関係）                      (№68) 

 

工 事 費 内 訳 書 

 

 

工 事 名  

 

商号又は名称  

 

 

費  目 金  額（円） 

直接工事費       ①  

共通仮設費       ②  

現場管理費       ③  

一般管理費       ④  

合 計 金 額  （①+②+③+④）  

※消費税及び地方消費税を除いて記載すること。 

 

 


